
看護職員の勤務環境の改善を求める意見書 

 

厚生労働省が平成２２年に策定した「第 7 次看護職員需給見通し」では、平成２７年に

おける看護職員の不足者数は全国で１４，９００人となっており、静岡県でも８６１人が

不足する見通しとなっている。 

 高齢化の進展による医療・介護需要の増大はもとより、医療の高度化やニーズが多様化

する中、看護職員を確保するためには、定着促進をはじめ、人材養成、再就業支援などの

取り組みをこれまで以上に進めていく必要がある。 

 中でも、夜勤を含む交替制勤務による厳しい勤務環境は、看護職員の慢性的な疲労につ

ながり、医療安全の面からも問題があることから、勤務環境の改善は喫緊の課題となって

いる。 

 厚生労働省においても、平成２３年６月に発出した通知「看護師等の『雇用の質』の向

上のための取組について」の中で、看護師等の勤務環境の改善なくして、持続可能な医療

提供体制や医療安全の確保は望めないとしている。 

 また、平成２６年の「地域医療介護総合確保法」成立により改正された医療法により、

①各医療機関の管理者が当該医療機関に勤務する医療従事者の勤務環境改善他の措置を講

ずるよう努めるとともに、②都道府県は、各医療機関の勤務環境改善に対する支援を行う

ための「医療勤務環境改善支援センター」を設置することを定めたが、未だ勤務環境の抜

本的な改善は図られていない現状にある。 

 よって国においては、看護職員の雇用の質を向上し、安全・安心の医療実現を図るため、

下記事項を実施するよう強く要望する。 

 

記 

 

１．看護職員が健康で安心して働くことにより、住民が質の高い医療を受けられることが

できるよう、勤務環境の抜本的な改善を図るための対策を講ずること。 

２．交代制夜勤看護師の労働時間は１日８時間・週３２時間以内、勤務間隔は最低１２時

間以上とすること。そのための診療報酬の改善をはかること。 

３．看護職員を増員し、不足を解消すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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